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第四回東久留米市公共施設使用料のあり方検討委員会 

 

平成２４年４月１９日 

庁議室 

午前１０：００～ 

 

委員長 

 それでは議題に入ります。まず、前回委員会の質問事項についての回答を事務局からお

願いします。 

 

事務局 

利用料の算定にあたって、利用率を含めた上で算出ができないかということでございま

した。資料３において、利用率を含めたかたちで試算を行っておりますので、後ほどご説

明申し上げます。 

 次に、無料施設の維持管理経費については、これは資料２－②になります。また、資料

３、単価の再算定につきましても、無料施設の資料を作成しております。後ほどご説明申

し上げます。 

 次に、スポーツセンター、まろにえホールについての収入の部分については、成果配分

として使用料を引いたかたちで委託料を払っているところになります。このため、使用料

を維持管理経費に含めたかたちでの記載に改めております。 

 なお、指定管理者のその他の施設については、使用料を引いたかたちでは委託料を払っ

ておりません。 

 それから、平成７年度の会議室・ホールの単価の算出については参考資料３になります。 

 次に、地区センターの維持管理経費になります。面積での按分で算出をし直しました。

前回の資料で、若干算出した数字が誤っておりましたので訂正をしております。 

 もう１点。地区センターの件ですが、指定管理者の臨時職員の経費が集計するときに漏

れておりました。金額は 260 万円ほどになりますが、このご指摘を受けまして修正を加え

ました。これも後ほど資料がありますので、ご説明させていただきます。 

 

委員長  

それでは、本日の議題に入ります。まず、前回に引き続き、議題、施設使用料の算出方

法について、事務局から説明をお願いします。 

 

事務局 

説明の前にお手元に資料をお配りした中の、資料４ですが、東久留米市の使用料検討委

員会の日程および検討内容（案）をご覧ください。 
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 これは、第１回目に（案）としてお示ししましたが、進捗状況等を勘案しまして、修正

をかけております。変更点としては、本日の第四回の議題に当初入っておりました、「減額

免除の規定」の検討は、次回の第五回に変更しております。 

 このことに伴いまして、五回目以降の検討の内容についても若干、変更しております。

一番下には、８月が２回ありますが、当初お示した中では、８月は１回分になっておりま

したが、こちらのほうを追加させていただきました。なお、日程については、また進捗状

況に合わせて随時、修正をかけていきたいと思います。 

 

委員長 

それでは、施設使用料の算出方法について、検討に入りたいと思います。事務局から説

明をお願いします。 

 

事務局 

それでは、資料の確認をお願いします。まず資料１、施設使用料見直しのポイントにな

ります。 

 それから資料２－①、これは各公共施設の維持管理費等（平成 22年度）、資料２－②は、

無料施設の維持管理費等（平成 22年度）になります。 

資料３－①は会議室、ホール、テニスコート等の単価算出式、資料３－②は、会議室、

ホール、テニスコート等の単価算定の資料になります。 

資料４、先ほど説明致しました検討委員会の日程及び検討内容（案）となります。 

このほかは、参考資料が３つございます。資料１が委員名簿、資料２は東久留米市の受

益者負担の考え方、資料３は現行の会議室、ホールの１㎡１時間あたりの単価の算出とな

ります。 

 続けて説明致します。まず、資料１をご覧ください。本日の議題、前回に引き続いて大

きく３点をお決めいただきたい。前回と重なる部分もありますが、再度確認という意味も

含めまして説明致します。 

 まず一つ目の、ポイント１は、使用料の算出方法についてです。これは共通業務運用指

針を踏まえての検討になります。これは前回も説明していますが、共通業務運用指針は市

の庁議決定されたもので、これに基づいて検討を行う必要があります。 

 これは、ポイント１、ポイント２、ポイント３、全てにおいて、この指針にのっとって

検討をしていくことになります。まずはこれを前提としてご検討いただきたい。 

 まず一つ目が、それぞれの施設ごとに維持管理にかかる費用が異なるということを、前

回お話ししました。こういった現状を踏まえて、それぞれの個々の施設ごとに使用料の単

価を設定するかどうかといったところが第１点目のポイントになります。これは前回もご

議論いただいているところですが、引き続きお願いしたいと思います。資料については、

今回、また改めてお出ししているので、この後説明致します。 
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 それから、施設によって単価は現行単価と比べて低くなったり高くなったりといったと

ころを、前回取り上げましたが、今回、試算の結果を出したところです。 

 平成７年当時と比べて、各施設においては指定管理者制度を導入、それから経費の節減

を図ってきているところであります。試算は平成 22年度の決算で行っておりますが、この

決算での施設の管理運営経費が、当時と比べて減少してきているという状況になります。

このことから、現行と同様の原価を用いた場合は、施設によっては現行の単価よりも下降

することもあります。これは特徴的な側面と考えられます。 

 ちなみに、単価が落ちる理由としては、財政状況が厳しい中で、平成７年度以降は、さ

まざまな事業費から、人件費などの経費削減を行ってきたところが考えられます。また、

先ほどお話ししましたが、アウトソーシングや民間活力の導入、つまり、施設としてはか

なり多くなってきていますが、施設の管理運営を指定管理者に移行してきたことが、大き

な要因となっています。 

 こうしたことを踏まえながら、一方で十数年間さまざまな社会状況が変化してきていま

す。こうしたことも勘案しつつ、これまで、原価に含めてこなかった減価償却費、土地借

り上げ料といったところを加算するかどうかといったところが第２点目のポイントになっ

てきます。 

 減価償却費と土地借り上げ料、なぜこの２つなのかというところでは、共通業務運用指

針の原則では、適正な受益者負担額を設定するためには、サービスの供給に要する費用を

正確に把握して、総コストを算出することが必要だとうたわれております。こうしたこと

から、経常的な維持管理費、それから人件費のみならず、各施設に実際に掛かる経費を含

めて、総コストとして積算する必要があります。 

 総コストの観点では、会議室に減価償却費、ホールについては減価償却費と人件費、こ

の２つを入れていくのかどうかということになります。 

 テニスコートについては、土地の借り上げ料、こういった視点があります。小山テニス

コートについては土地を借り上げているため、この借り上げ料も含めて積算をしておりま

す。 

 なお、減価償却費と土地借り上げ料の算入については、庁内検討委員会の報告書におい

て述べられており、これに沿ったかたちで、今回の検討委員会で原価に新たにこの２つを

算入していくかどうかについて、集中したご検討をいただきたい。 

 繰り返しになりますけれども、今申し上げた２つの視点について、単価を施設ごとに設

定するのかどうか、例えば会議室なら、施設の実情によって、その会議室の料金単価を変

えるのかどうかといったところと、減価償却費、土地借り上げ料を算入するかどうかとい

ったところに絞ったかたちでの検討をお願いしたい。 

 それから、前回ご意見がありました利用率を加味するとどうなるのかといったところで、

これもシミュレーションを行っております。これも含め、担当より資料のご説明をします。 
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事務局 

それでは、資料の説明をさせていただきます。まず、参考資料３から行います。参考資

料３ですが、これは平成７年当時の 5.5円を出したときの算定根拠となっております。１枚

目が会議室の 5.5円の根拠になっております。会議室は、この当時はこれだけ少なかったと

いうことも分かるかと思います。 

 ２枚目がホールです。ホールの単価が 8.0円となった根拠が示されています。当時はこの

ようなかたちで数字を算出しております。 

表の一番下を見ていただくと、計算式がありますが、ここには、会議室においては、経

常経費として維持管理費と人件費が分子になっています。ホールについては、単価の算定

にあたり、分子に経常的維持管費として維持管理費が入り、ここは人件費が入っていない

というかたちの計算式となっており、これが平成７年当時の算定根拠となっております。 

次に資料の２－①、②の説明をさせていただきます。前回の課題事項であります無料施

設については、資料２－②でご用意させていただきました。無料施設の資料については、

無料施設を検討する時間がありますので、そのときに説明させていただきます。 

 資料２－①について説明させていただきます。前回と比べて追加修正しております。ま

ず、この資料のやや下のほうに利用率を記載させていただいております。利用率の算定に

あたってはなかなか難しい面があり、例えば、屋外施設などは天候の状況によって利用で

きないこともありますが、今回記載している利用率については勘案していませんので、ご

了承願いたいと思います。 

 スポーツセンターについてはいろいろな施設があり、算出ができないため、記載してお

りません。 

次に追加したところです。地域センター内にある地区センターについて３カ所。１枚目

の右側３つ、こちらを追加しております。現在、まだ集計できない部分がありますので、

担当課のほうで集計をしているところでございます。 

もう一つ、地区センターの部分で、前回課題になっておりました中央町地区センターの

年間維持管理経費が低かった件ですが、指定管理者側で臨時職員を雇っており、その分の

経費が抜けておりましたので、加算しております。 

 次に、資料３に移らせていただきます。資料３については①、②と用意させていただき

ました。まず資料３－①について説明させていただきます。１枚目については、会議室な

どの㎡あたりの時間単価を算出した式を①、②、③、④と分けて表しております。後ほど

説明致しますが、資料３－②が、この①、②、③、④ごとに数字を算出した資料となって

おります。資料３－①で、一枚目の表が会議室。裏がホールの㎡あたりの時間単価の①、

②、③、④。３枚目でテニスコート、野球場、各運動広場の単価を算出した式を①、②、

③、④と分けております。 

資料３－①ですが、①については現状方式の算定。②については、そこに、前回お話の

あった利用率について加えて算定。③については、減価償却費を加えて算定。④について
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は、利用率と減価償却費を入れた場合で算定しております。 

続きまして、資料３－②について説明させていただきます。１枚目、２枚目については、

見直しのポイントごとの資料となっております。 

３枚目については、会議室等について算出しておりますが、ほぼ全部の会議室を算定し

た結果を並べております。しかし、算出するにあたって、いろいろな条件を入れさせてい

ただいております。資料の右側にある現存使用料からの増減についても、条件設定をさせ

て頂いております。この数字についてはあくまで参考というかたちで見ていただければと

思います。 

 地域センター内の地区センターの維持管理経費、人件費については、地域センターの中

に含んでおります。 

利用率を加えた場合ですが、利用率を入れることによって単価は上がります。ただ、利

用率が下がってくると逆に単価が上がるという現象になるのですが、利用率が下がり単価

が上がるということは、ますます利用率が下がるという現象が考えられます。 

 次に４枚目に移ります。③については減価償却費を入れ算出し、④については利用率と

減価償却費を加えた場合で算出しております。 

次に５枚目に移ります。ホールについてですが、ホールについても①が現状の方式、②

については利用率、③については減価償却費、④については利用率と減価償却費を加えて

算出しております。 

 続きまして６枚目ですが、今まで、ホールについては人件費が入っていなかったため、

ホールに人件費を含めた場合で算出しております。当然ながら人件費を含めたということ

なので、単価のほうは上がっております。人件費を加えた条件で①、②、③、④というか

たちで、数字を出しております。 

 続きまして８枚目、テニスコートと野球施設についてですが、①については、㎡あたり

ではなく、面数あたりの時間単価として記載しています。これが①については、テニスコ

ートが 191 円。現行 200 円です。野球場については 593.87 円。現行 600 円になります。

②について、利用率を加えた場合は、それ相応のアップが見込まれます。③については土

地借り上げ料を加えた場合になります。野球場は土地借り上げ料がありませんので、テニ

スコートだけが変わってきます。④については利用率と土地借り上げ料を加え算出してお

ります。 

 ９枚目については、無料施設の検討のときに説明させていただきたいと思います。 

 １枚目に戻ります。見直しのポイント１として、個別でやるのか全体でやるのかという

議論を行うため、資料３枚目以降の資料から数字を抽出しております。個別でやると、ば

らつきがあることがわかります。全施設の合計からの単価を算出すると、現行の 5.5円から

4.58 円になるので、若干落ちるようなかたちにはなります。個別にやるのか全体でやるの

かは、これから議論になると思いますが、個別でやる場合は若干ばらつきが出てしまう。

ホールについても同様です。 
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 ２枚目は、見直しのポイント２についてです。現状の方式に減価償却費、土地借り上げ

料を含むのかどうかについての議論をするため３枚目以降の資料から抽出しています。ま

ず、会議室等は減価償却費を含め算出し、現状 5.5 円から 5.39 円となり、ホールについて

は 8.0円から 7.8円となります。 

 資料右側ですが、ホールに人件費を含めた場合で算出しております。資料左側について

は、ホールの人件費を除くということなので、会議室、例えば、まろにえホールの人件費

を面積按分で抜き、再算定した例を記載しております。 

 一番下については、テニスコートや野球施設についての土地借り上げ料を含めたかたち

で、新しく算定をしたかたちでの数字を記載させていただいております。資料の説明につ

いては以上です。 

 

委員長 

ありがとうございました。討議に入る前に、ただいまの資料についての質問をお受けし

たいと思いますが、いかがでしょうか。途中でお気付きな点がありましたら、その点はど

うぞ申し上げてください。 

 また、今の事務局の説明について整理したいのですが、見直しのポイント１では、類型

ごとであるが、今までどおり㎡あたりの単価を同額とするのか、あるいは、個々の施設ご

との単価とするのか、見直しのポイント２については、基礎数値のほかに減価償却や土地

借り上げ料を加算する方式に改めるかどうか、ということになると思う。 

 私のほうから、皆さんのご意見をいただく前に、私なりに意見を申したい。施設ごとに

単価を設定するのがいいのか、今までどおりに同一の単価とすることが良いのかというこ

とについて、いろいろ感じたことですが、個別設定をした場合に、この資料を見る限り、

私も聞いて感じることですが、各施設によって料金の高低差が激しいことを感じ取れます。

同じ東久留米にあって、これだけ違いがあるのかなと感じました。皆さんのご意見を集約

しながら考えてみたいと思いますので、ご意見をいただければと思います。いかがでしょ

うか。 

 

○○委員 

資料について確認させてください。資料３－②の４ページ目です。この下の表の④です

と、利用率と減価償却を加えた場合は、要は現状の使用料からの増減、あくまでも参考値

ですが 1,600万円程度増えるということでよろしいでしょうか。 

 

事務局 

これは、あくまでも参考の数字と思っていただければと思います。 
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○○委員 

 了解しました。しかし、この程度しか増えないということでしょうか。特に現行の使用

料からの増減というのは、どこか資料がありますか。 

 

事務局 

３枚目４枚目になります。使用料収入自体が、ホールと会議室で分けて集計していない

のですが、右側から３つ目に現状の使用料収入の欄があります。こちらはホールの使用料

も含まれた収入になりますが、これを単純に会議室の個別ごとの引き上げ率を、マイナス

もプラスもありますが、現状の使用料収入にかけ、その数字から現状の使用料収入を引い

た数字が、現状の使用料からの増減として右はじの欄に記載してあります。そのため、こ

れはホールの使用料が含まれた上での増減ですので、あくまで参考の数字と考えて頂きた

い。 

 

○○委員 

了解しました。そうすると、同じ資料３－②の６ページになるのですか。そうすると、

６ページのところの①、②、③と書いてありますが、②の利用率を加えた場合、８円から

の引き上げ率が 19％、一方、③の減価償却費を加えた場合は 13.3％と、そういう読み方で

いいわけでしょうか。要は、利用率を加えた場合のほうが、引き上げ率が若干上がるとい

うことでしょうか？ 

 

事務局 

利用率を含めたほうが上がります。 

 

○○委員 

この資料３－②の４ページに戻るのですが、いろいろ計算をしたとしても、会議室でい

えば、1,600万円程度しか使用料としては増えないということでしょうか。 

 何が言いたいかと言いますと、この資料２－①の２ページ目で、年間管理費が 5億 9,700

万円もかかっている。使用料収入は、この欄に行くと 7,700 万円になっている。そうする

と、差し引き 4 億 2,000 万円ぐらい、補てんしているということになりますが、その理解

でよろしいでしょうか。 

 

事務局 

補足説明させていただきます。 

今回ご議論いただいている、例えば、この縦の類型ごとに見ていただくと、前回の算定

が会議室等とホール、テニスコート・野球場のように３種類に類型で分けております。 

なぜかと言いますと、会議室等の場合には、これはあくまでも、例えば、会議室の場合
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には、「市が使っていない場合には、目的外でお貸しすることもできます」が、その際には

使用料を頂きますという考え方になっております。従って、この会議室というのはそのよ

うなかたちであるものですから、全てが使用料収入で賄えるわけではありません。あくま

でも目的外での利用で、お貸しできる部分についてはその対価を頂きますという考え方で

す。 

また、ホールというのは、例えば、まろにえホールを想像して分かりますように、500

人ホールがあります。あの施設を民間に貸し出す場合には、それがあまりにも高いと、今

度は、民間が使ってくれないという問題が出てまいります、要するに、近隣のホールとの、

ある意味市場原理が一方で働いてしまいます。そういうことも含めて、料金設定に際し勘

案しなくてはいけない。 

テニスコート・野球場の場合には、市が直接土地を持っている場合もありますし、お借

りしている場合もあります。それと立地もあります。市の外れのほうにあると、なかなか

使いにくいとか、あるいは水道が付いている、付いていないなどあります。そこを、前回

までは考慮せず、統一的に使用料単価を設定していました。 

そういう中で、会議室の単価とホールの単価と、そのほかの趣味のかたちで皆さんが利

用する場合に占有されるもの、これらはそれぞれに少し意味合いが違うのかなと思います。

そこは、今、○○委員がおっしゃったように、100％それを回収すべきかどうかというのは、

無理があるのではないかと思います。 

 

○○委員 

私も、施設使用料で全部回収をするという意味ではありません。あまりにも一般予算か

らの補てんが多額であったので、本当にそれでいいのかと思っただけです。 

一方私も、若干使用料を上げて、収入が 1,600 万程度増えたとすれば、これはまた「え

っ？」という感じもあります。何が「えっ？」と申しますと、その程度の増収ならば、逆

に現行から、一つの考えではありますが、現行の 5.5 円から１割上げさせてくださいとか、

そういう考え方も出てくるのではないでしょうか。いろいろ計算しては頂いていますが、

維持管理経費として、５億円かかっているのに 1,600 万円程度の増収ならば、そういう一

つの考えも、市民に理解いただけるのではないでしょうか。例えば、「５％、10％値上げで

どうでしょうか」とか。 

 

委員長 

受益者負担の問題も含めた、大変前向きな市民感覚のご意見ありがとうございました。 

 

副委員長 

 私は、会議室、ホール、スポーツセンターの利用については、私は今まで通り、同じ東

久留米だったら同じ金額でいいと思います。理由としては、やはり東久留米という公共団
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体で財政状態を考えればいいということ。次に、地区センターごとに計算したら違うのは

当たり前で、ここは 400 円、他の施設は 450 円と管理するのでしたら、パンフレット代や

インターネット代についても経費が変わるのではないかと思うということ。 

それから、高い所に住んでいる地区の人と安い所に住んでいる人では不公平と思えるこ

と。単価については、単純に東久留米の会議室は㎡いくらだ、ホールはいくらだ、スポー

ツセンターはこうだと、この方が管理とか無駄が排除できていいのではないでしょうかと

私は思います。 

 

委員長：ありがとうございました。 

 

○○委員 

 個別で設定するか、全体で設定するかについてですが、ある程度は全体で設定する必要

はあると思います。ただ、例えば、市民プラザ、新しく、あるいは使い勝手が良くて、そ

ういうような施設については、今は同じ値段ですから、非常に利用率が高い。そういうよ

うな施設については、特別な使用料を設定してもいいのではないかと思います。 

 利用率についてです。利用率については、先ほど説明があったとおり値上がりすればす

るほど使わなくなるということになります。当然、市民感覚から言うと、それは良くない

となります。 

私が前回お話しした利用率というのは、例えば、屋外施設であれば、雨や何かで絶対使

えない時があります。絶対使えないわけですから、そういうものを利用率に入れないとい

けないのかなと私は思ったわけです。 

 

○○委員 

 私は地区センター２カ所で働かせていただいて感じたことから申します。やはり利用率

というのは、この検討会ではなじまないのではないか考えます。例えば、東久留米の中で

もひばりが丘に近い所だとか、清瀬に近い所、こういう所の利用率というのは当然低く、

中央町にお客が集まってきます。 

かつ、もう１点言えば、新しいからいいか。これは２つありまして、当然新しくで便利

な所に利用者は集まってくる。不便で古い所には来ないということを、この数字上だけで

判定するというのは、少し無理があります。やはり、町の中心から外れたところは、これ

は政策として考えていくべき問題ではないかなというように考えます。 

それから減価償却についてですが、定額法で算定していますが、やはり古い施設は厳し

いのではないでしょうか。やはり定率法を使用し、新しい所は減価償却の金額を多くして

いかないと、築 30年の施設も同じように減価償却が掛かっていくというのは、修理費のほ

うが逆に増えてきて経費が掛かるという、おかしな面がでてくるのではないかと思います。 

○○委員 
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 文化協会では、まろにえホールを中心に、年間約 1,408 件使用しています。料金にする

と 500 万円程度です。ただし、団体だけで使用している分だけになります。そのほか、26

団体で 96グループありますから、その個々の練習はまた別になります。 

また、先程の約 500 万円程度は免除して頂いていますが、文化協会の事業の 8 割ぐらいは

市の委託を受けているものです。 

 今非常に困っていることがあります。、文化協会がやっている、市で委託を受けている部

分は優先的に場所を取れるようになっています。しかし、個人的なグループが行っている

場合は、場所取りは非常に困難な状態です。それとはまた別に、場所取りについてですが、

地区センターをよく使用しますが、地区センターの使用が抽選で漏れると、今度は「向こ

うが空いているから、向こうへ行ってください」となり、やはり地域によって利用者の、

人気が違う状態です。そのため、市全体が同料金というのはどうなのかなという面がある。

決め難いところです。地域に応じた値段の差を付ければ、利用率がだいたい同じようにな

るのではないかと考えると、市全体を同料金にするか、個々にするかには、本当に今考え

ているところなんです。もう少しいろいろなお話を聞きながら、判断していきたいと考え

ます。 

 

委員長 

 減免については、また別の回でご討議したい。 

ぜひ、結論としてご審議できれば、市全体の施設使用料を同料金の設定で行くというよ

うな決め方をさせていただいて、そして減価償却、借り上げ等の問題についても、これら

両方セットで今日決めさせていただきたい。 

 

○○委員 

 そういうことであれば、地域によって差が出ていいと思います。施設が空いている所は、

不便なところが多いので、地域ごとの料金を設定していいのではないかと思います。あま

り細かくなくてもいいとは思いますが。 

 

○○委員 

不便な地域だからといって、この算定方法では安いとは限らない。 

 

委員長 

 これについては、また行政側の PRも含めてどうにかしてもらうとことだと考える。今の

○○委員のご意見は十分拝聴しながら、結論的にはどう決めるのかということでお願いし

たい。 

先ほどの副委員長からお話もありましたように、個々の施設ごとではなく、会議室、ホ

ール、テニスコート・野球場ごとに算定し、例えば、会議室ならば市全体が同一料金とす
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るという結論を出したいと思いますが、いかがでしょうか。 

 

事務局 

 減価償却については、今回初めて内部報告書からあがっておりますので、これについて

もうすこしご議論をいただいて、ご意見をいただければと思います。 

 

副委員長 

私は減価償却を入れることは当然だと思っています。また、公の公会計の欠点というの

は減価償却を入れないというのが一般的に欠点と言われています。 

 最近では、減価償却の考え方を導入して正しい会計にしないと、正しい検査ができない

という意見が多くなっています。やはり話してみると、「公の会計に減価計算は馴染まない

のではないか」という人はいますが、減価償却というものは、将来の修繕費、設備維持管

理費になります。全ての経費をまず入れてみて、それをそのまま市民にお願いするのでは

なく、そこから単価の設定という議論があってもいいと思います。 

 

○○委員 

私もそう思います。これは妥当と思われるものは全部入れたほういいと思います。あま

り市民感覚からいったらおかしいよというものは外すべきだと思いますが。でも原因は分

かるわけです。そういうのがフィードバックされていければいいと思います。 

 

委員長 

参考までに、減価償却や借り上げ料を含めると数字的にはどうなるのか。 

 

事務局 

当時の算出式と全く同じで算出すると、使用料単価は下がります。今回は、土地借り上

げ料と減価償却に絞って検討をお願いしているわけですけども、これを入れた場合におい

ては、現行の単価とほぼ同単価となります。ただ、テニスコートについては、小山テニス

コートにおいて土地借り上げがあるので、多少上がります。 

  

委員長 

減価償却などを含めた総コストにしても、それほど上がらないのですね。 

 

事務局 

減価償却などを入れないで現行どおり行うと、使用料単価が減少します。そこに何を入

れるか、いろんなご議論があると思いますけど、「これはおかしいのではないか」とか、い

ろいろあると思いますが、この２点については、庁内報告書でもあがっていますから、こ
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れについて、今回の検討委員会の中で、これをどうしていくかというところに絞っていた

だきたい。 

ほかにも、「経費的にはこんなものがあるのではないか」など、ここではそういう議論を

お願いしたい。 

 

委員長  

なぜ平成 7年当時、減価償却を入れなかったのでしょうか。 

 

副委員長 

いわゆる、公会計というのものは減価償却という概念がないのです。 

 

事務局 

平成７年当時はありませんでした。 

 

委員長 

減価償却については、一般企業なら当然入れるべき考えである。なぜやらなかったかと

いうのは、わかりますか？ 

 

事務局 

少なくとも、先程の○○委員もおっしゃったように、平成７年当時は、会計に発生主義

のような考え方は、持っておりませんでした。少なくとも、フローだとかストックという

言葉すら、その当時は使われておりませんでした。ですから、予算書に出てきております

経費のみで算定をしてきたということで、予算書に表れないストックの部分については顧

みていなかったというのが実態だと思います。 

 

事務局 

減価償却の視点の部分については、平成 11年の検討のときにも、その視点というのは確

かに述べられています。ただ、当時の、例えば、料金的に減価償却を入れてしまうと、料

金的には高くなりすぎるとか、そういったところを勘案してきたという経緯は確かにある

と思います。ですので、平成 11年にはその視点は入ってきています。 

 

委員長 

見直しのポイント１については、個々の施設ごとではなく、会議室、ホール、テニスコ

ート・野球場ごとに算定し、例えば、会議室ならば市全体が同一料金とするという結論を

出したいが、どうでしょうか。 
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○○委員 

付則として、新しい施設や非常に便利な施設については、使用料の割増を考慮するとい

うことも入れてほしいと思います。 

  

委員長 

素案の中に入れていきましょう。それでは、見直しのポイント１については、個々の施

設ごとではなく、会議室、ホール、テニスコート・野球場ごとに算定し、例えば、会議室

ならば市全体が同一料金とするという決定したい。 

 

事務局 

○○委員のお話しの部分については、もう一度再考しまして、素案の中で示させていた

だきます。 

 

事務局 

最終的に、この検討委員会での報告を受け、実際の条例改正は各部に移ってまいります。

各部で、今のご意見を踏まえて検討していただくということになります。 

 

委員長 

○○委員、それでよろしいでしょうか。 

 今、減価償却や借り上げ料の話もありましたので、その点について、ご意見があればお

願いします。 

 

○○委員 

会議室などの単価について全て同じ単価にしましょうということについては、特に異議

ありません。ただ、現状の単価 5.5円をいくらにするかについては、また今後の課題になる

のでしょうか。一方、今回の新たに減価償却を加算しましょうという話もありますが、入

れた場合においても、現行より若干下がる試算となっているが、そういうことになるとい

う理解でよろしいのでしょうか。 

 

事務局 

平成 22年度の決算で試算をしている段階においてですが、土地借り上げ料、それから減

価償却を入れた場合においては現行より若干下がる単価となります。しかし、先ほどもご

説明しましたが、多少単価が下がるかたちにはなりますが、実際の使用料の料金を計算し

てみると 50円単位で切り上げ、切り下げという形になるので、それほど現状とは変わりな

いものではないかと考えています。 

また、これは 22年度決算での試算なので、実際、使用料を改定する際には、23年度の数
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字を使用し、新たに各部においてもう一度再算定を行います。そこで単価としてはいくら

になるかのか、22年度と 23年度では、それほど決算の数字は変わらないと思いますが、再

精査したいと考えています。 

 

○○委員 

減価償却についてですが、定額法と定率方があるということですが、今回は定額法で資

料を作成しているのでしょうか。 

 

事務局 

今回の試算は定額法です。 

 

○○委員 

定率法でやった場合はどうなるのでしょうか。これは次回の資料に出して頂ければと思

うのですが。 

 

副委員長 

減価償却については、定率法と定額法というものがあり、定率法というのは早期に等価

の経費を回収、つまりは、最初が多いのですが、後はどんどん少なくなります、公会計の

場合、一律の定額法の方が好ましいと思います。 

 

○○委員 

 定額法について、了承しました。ただし、減価償却を加味しても現行より若干使用料が

下がるけれども、今後はどうしようかというのが、この検討委員会で考えようという理解

でよろしいのでしょうか。 

 

事務局 

次の検討委員会で減免について決めていただかないと期間的には間に合わないこともあ

ります。また、議論も、その場合はどの程度使用料が徴収できるのかという面はあります

が、それについては、７月の素案で挙げていきたいと思います。この報告を受け、担当部

署において、平成 23年度の実状を踏まえ、単価を設定していきたいと考えています。 

参考ですが、将来的な使用料の検討については、これからご決定いただきたい事項とし

て、見直しの周期があります。それに関しては、共通業務運用指針の中には「４年を周期」

ということが述べられていますので、事務局としては、その方針に則したいと考えていま

す。 

 つまり、条例改正後にはなりますが、今回決まった単価で料金が設定されますと次の検

討というのは、まだ決定されていませんが４年後になると考えています。 
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○○委員 

会議室等の㎡時間単価の資料を見ますと、男女平等センター、コミュニティホール東本町、

この２施設が他の施設と比べ非常に高くなっています。 

この一つ要因として、この２施設は減価償却がゼロとなっており、借り上げている施設

だと考えます。借り上げ料は、民間から借りている以上は、この借り上げ料の根拠の中に

は、建物の減価償却さらに公租公課、固定資産税、都市計画税、これは土地と建物両方入

っていると思います。 

 これらの２つにはそれらが入っていて、ほかの施設は当然市が持っていますので、公租

公課が入っていない状況になりますが、これは、逆に言うと、歳入面で行くと、その分だ

け歳入が減っているということになります。 

 例えば小山テニスコートは借り上げ料をお支払いしてお借りをしているので、これは課

税をしており、その分歳入が入ってきます。また、テニスコートを無料でお借りしている

場合は、税を減免しており、その分、歳入が減っています。つまりは、歳入面でコストが

かかっているというような状況があるので、何か統一性の考え方があったほうがいいので

はないかと思います。 

 

委員長 

見直しのポイント２については、基本的な考えとして、会議室およびホール部分につい

ては減価償却、ホールは人件費も含め原価の中に算入すべきとし、またテニスコートや野

球場のスポーツ施設については、土地借り上げがある場合は、これを原価に算入するとい

うことで、今回の検討委員会の結論にしたいと思います。 

 

事務局 

○○委員が意見を申し上げておりました、借り上げの場合、無償で借りている場合には

税を減免しており、一方で、有償で借りている場合には、税を含んだかたちでお支払いし

ています。そこを、標準化していくということを、今の委員長のお話しの中に含まれてい

るという理解でよろしいでしょうか。 

 

委員長 

委員の方々に見ていただく機会が当然ありますので、○○委員の話も含めて、報告書の

素案の中に入れるものと考えます。 

 

○○委員 

次回以降で結構ですが、近隣市における施設使用料単価の資料をお願いしたい。東久留

米市の単価が安いのか高いのか。例えば、近隣の所と比較して東久留米市が安ければ、市

民に対し、「ほかの市は、東久留米市より高いですよ」とか、説得材料になる気もします。 
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事務局 

 次回以降、用意致します。 

 

委員長 

 それでは、受益者負担の考え方について、事務局から説明をお願いします。 

 

事務局 

 受益者負担の考え方について、説明させていただきます。この考え方については、共通

業務運用指針で述べられているものであります。また、共通業務運用指針については、市

の共通的な業務のルールになりますが、運用指針自体が平成 18年に策定されておりますの

で、現在の使用料を決めた平成 7 年当時はこの考え方はありませんでした。そのため、今

回の検討委員会で検討しなければならないということで、議題に載せさていただいていま

す。 

 受益者負担の考え方については、縦軸を“私益性が高いもの”、“公益性か高いもの”と

して分け、また横軸を“市民生活上必需的なもの”と“市民生活上選択的なもの”とで分

けると、4つの区分に分かれます。 

1つ目の区分として、公益性が高く、市民生活上必需的なものについては全て税負担とし、

つまりは、行政が市税で全て賄うというものになりますが、運用指針での例示として、義

務教育、公園、道路が挙がっています。 

2つ目の区分として、私益性が高く、市民生活上必需的なものについては、各種証明、ご

み収集、し尿収集が例示され、一部受益者負担となります。 

3つ目の区分として、公益性が高く、市民生活上選択的なものについては、保育園、学童

保育、児童館が例示され、一部受益者負担となります。 

 4つ目の区分として、私益性が高く、市民生活上選択的なものについては、自転車駐車場、

趣味講座が例示され、全て受益者負担となります。 

事務局として、施設を借りるということは、私益性が高く、市民生活上選択的なものと

考え、「全ての受益者負担」と認識をしております。 

事務局としてはこのように考えていますが、何かご意見があればいただきたいと思いま

す。 

 

○○委員 

考え方としては、非常に良いと思います。しかし、これを市民にどうやって理解させる

かということは非常に難しいと思いますが、事務局として、何か考えがあれば教えてほし

い。 
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○○委員 

今の考え方で、私も良いと思います。受益者負担が、やはり市の財政状況により、それ

が変わってくるということは、時代の動きと共にあると思います。国の場合も、ある国で

は豊かで全てが無料であるという国もあるし、またその反対に非常に財政的に困難な国は、

いろいろ負担が掛かってくるという現実があります。 

 わが国もそういう点で受益者負担等についていろいろ考えてみますと、負担がだんだん

広がって大きくなるという現実があります。そういう点で市でも同じ考え方だと思います。

ある市では、財政が豊かである、そうすると、受益者負担の割合が少なくて済む。その反

対の所は多い。これも、やはりある程度仕方のないことではないか。それは、そこに住ん

でいる者たちが、やはり甘受しなければいけないと思います。そういった発想で、やはり

私たちもいろいろ検討するっていうことが大事かなと感じます。 

 

委員長 

大変貴重なご意見ありがとうございます。 

 

事務局 

受益者負担の考え方の公表についてご指摘いただきましたが、どう市民の方にお示しし

ていくかというところは、なかなか難しい面もありますので、事務局の方で検討させてく

ださい。 

 

○○委員 

すぐにというわけではありませんが、いろいろかたちがあると思いますので、よろしく

お願いします。 

 

事務局 

現在の使用料については、共通業務運用指針がありませんでしたので、受益者負担とい

うことの観点がないかたちで来ています。今後、素案をご提示するにあたっては、この観

点を入れたかたちの素案にしていきたいと思っています。 

 

委員長 

検討委員会の結論として、公共施設の利用については、選択的でなおかつ私益性が強い

ものと解されるため、全て受益者負担とすることが妥当であると致します。 

 それでは、次の議題、「無料施設の取り扱い」について、事務局から説明をお願いします。 

 

事務局 

無料施設について説明致します。 
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 この検討委員会で当初からご指摘いただいていた無料施設について資料を作成致しまし

た。現在、市の無料で貸し出しをしている施設として運動広場が３箇所（東部、西部、南

部）、ゲートボール場５箇所、白山調整池内にある施設でありますが野球場とサッカー場、

また、野外訓練施設、こちらついては滝山野球場の横にある施設ではありますが、今、挙

げた施設について、現在、使用料を徴収していません。 

 次に、図書館について、資料で挙げさせていただいていますが、第一回の検討委員会で

説明させていただきましたが、今、教育委員会で検討を行っているところでございます。

事務局としては、図書館については、別の場で検討している最中ですので、この検討の中

からは外させていただきたいと考えております。 

 ここに挙げさせていただいた施設について、使用料を徴収する方向とするのか、それと

も無料そのままで行くのかといったところを次回お決めいただきたいと考えています。 

個々の説明及び最終的な結論については、次回とさせていただきます。 

 基本的には、もし料金を徴収するという話になれば、今回、お決めいただいた基準に当

てはめて決めていくものと考えています。 

 

事務局 

補足説明になりますが、図書館の集会室や会議室、そこについては目的外の貸し出しの

場合には、先ほどの会議室のものが準用されます。ただ、それが図書館本来の活動の利用

については無料にはなりますが、図書館活動と違う利用の場合には、原則は、使用料を頂

くというかたちが正規のかたちだろうと思います。 

 

○○委員 

図書館については、今までは本を置いておいて、借り、自宅でお読みなるという貸し出

し型の図書館でした。しかし、今後、それを滞在型の図書館にしていくかたちを考えてい

ます。例えば、そこで雑誌とか本とかを読んで、それでお帰りになるというかたちです。

そういうかたちができるように、そのスペースとして、今後集会室やホールを使っていこ

うと考えていますので、ここで検討しているような集会室、ホールの使い方ではなく、図

書館本来の使い方に変えていこうと検討していますので、今回の検討から外していただき

たいと思います。 

 

事務局 

無料で貸し出ししている施設の大半は、○○委員が担当部長でございますので、次回の

ときに、なぜ無料にしているのかという考え方を説明していただき、それを参考にご検討

いただければと思います。 
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委員長 

 図書館については了承しました。それでは、次回の日程について、事務局からお願いし

ます。 

 

事務局 

 次回開催日程を決めたいと思います。事務局としては５月１８日の金曜日、午前９時か

らを提案します。 

 

委員長 

 ５月１８日でお願いしたい。 

 

事務局 

 それでは５月１８日金曜日午前９時から開始でお願いします。 

 

委員長 

 それでは、これで第四回検討委員会を終了します。 

 


